
H25-No.38

平成２５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

38 　待機児童対策特別事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－２－（２）－イ

地域における子育て支援の充実

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－４

事業内容
　認可外保育施設の認可化促進による待機児童の解消及び同施設の質の向上を図るため、施設改善、児童の処遇向上等の支援を行う市町村
に対する補助等を行うとともに、待機児童解消を加速化するため、ヒト、モノ・サービス体制を総合的に推進する多角的な取り組みを実施する。

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　子ども生活福祉部　子育て支援課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 33

(c)増減額(b-a) ▲ 453,649 － ▲ 72,077

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 1,116,217 － 942,895

(b)予算現額 662,568

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

－ 870,818

－ － －

Ａ．計(b+d) 662,568 － 870,818

(d)繰越額

うち交付金充当額 380,664 － 507,664

Ｂ．執行済額 475,932 － 634,579

執行率（％）(B/A) 71.8% － 72.9%

Ｃ．次年度繰越額 0 － 0

予算の状況の説明 　補助実績が市町村の見込みを下回ったことにより、不用が生じた。

活動目標　　
（指標）　　　　　
及び達成状況

H25活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

認可化移行支援施設数

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 ５施設 ５施設

実　績 １施設 ０施設

潜在保育士の現場復帰等の支援人数

目　標 － 40人

実　績 － 117人

指導監督基準達成支援施設数

目　標 20施設 25施設

実　績 ３施設 ７施設

達
成
状
況
説
明

成果目標　　
（指標）　　　　　
及び進捗状況

H25成果目標（指標）
基準値

（24年度）
24年度 25年度 26年度

目標値
（33年度）

当事業支援による認可化移行により減少し
た待機児童数

目　標 － 300人 300人 －

実　績 － 60人 794人 －

現場復帰等により確保した保育士数　20人

目　標 － － 20人

進
捗
状
況
説
明

・認可化移行支援については、平成25年度末時点で対象児童数は794人であり、同人数の待機児童減少が図られた。
・潜在保育士の現場復帰等の支援については、実施した合同説明会（計２回）に潜在保育士等56人、卒業見込者61人の計117人が参加
し、就職に関する支援等を行ったところ、15人の就職につながった。

実　績 － － 15人

・認可化移行支援については、移行施設数は０であった。（運営費支援は22施設）
・指導監督基準達成支援については、実績が市町村の見込みを下回った。
・潜在保育士の現場復帰等の支援については、実施した合同説明会（計２回）に潜在保育士等56人、卒業見込者61人の計117人が参加
し、就職に関する支援等を行った。



H25-No.38

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・認可化移行支援事業の施設改善費の補助について、平成25年度におい
て、補助の上限を5,000万円にし、現在認可外保育施設として使用している既
存の施設だけではなく新たな施設への移転費用も対象とする変更を行った。
・活動目標については、２項目が「達成」、１項目が「未達成」となった。未達成
の項目については、市町村の見込みを達成水準としたことから、実績と乖離
した。
・成果目標については、１項目が「達成」、１項目が「未達成」となった。
・当該事業において設置している「保育士・保育所総合支援センター」の積極
的な活用を図り、認可外保育施設の認可化及び保育士の確保に取り組んで
いく必要がある。

・認可外保育施設の認可化について、運営費支援を行う施設の個別の課題を
把握していく必要がある。
・保育士の確保については、年間を通じて総合的な取り組みを実施する必要
がある。

今後の取り組み方針

・運営費支援を行う認可外保育施設に対する個別調査を実施し、各施設の課題を詳細に把握し、認可化の更なる促進を図る。
・保育士確保支援事業を保育対策総合支援事業に統合し、保育士・保育所総合支援センターにおいて年間を通じて総合的に保育士確保に取り組んでいく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象　　　

事業費
交付対象外

経費
うち交付金

充当額
うち県負担金

うち市町村
負担金

その他

634,579 634,579 507,663 69,485 54,580 2,851

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

・委託事業者は公募型プロポーザル方式により、総合的な評
価に基づき選定しており、妥当であったと考えている。
・予算規模については、市町村のニーズをより的確に把握す
る必要がある。

△ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

0

沖縄県

交付対象
事業費

634,579千円

報酬
12,394千円

待機児童対策特別事業
指導員 5名

認可外保育施設に対する立入
調査員の人件費

委託料
41,432千円

NPO法人沖縄県学童・
保育支援センター

保育士・保育所総合支援セン
ターの設置に要する費用

使用料
1,210千円 パソコン・研修会場・公用車等

補助金
574,311千円

那覇市他23市町村
574,311千円

・認可化移行支援事業 22施設
（沖縄市９施設、那覇市５施設、他４市町８施設）
・指導監督基準達成・継続支援事業 7施設
（沖縄市４施設、浦添市１施設、他２町２施設）
・認可外保育施設研修事業 360施設
（那覇市70施設、浦添市39施設、他22市町村251施設）
・新すこやか保育事業 405施設

事務費
982千円

需用費・役務費

認可外保育施設
574,311千円

㈱サンエージェンシー
8,324千円

保育士確保のための研修等
に要する委託業務

共済費
1,766千円

賃金
1,313千円

旅費
1,171千円

待機児童対策特別事業指導員及
び賃金職員の社会保険料等

事務補助職員の賃金

事務調整、施設指導等に要する

旅費



H25-No.39

平成２５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

39 　放課後児童クラブ支援事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－２－（２）－イ

地域における子育て支援の充実

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－４

事業内容
　放課後児童クラブの公的施設活用を促進するため、市町村の設置計画策定等の支援、公的施設移行までの家賃補助や市町村に対する施設
整備補助を行い、クラブの環境改善、質の向上、利用料の引下げを図る。また、公的施設移行の可能性の低い民間施設の老朽化等に伴う施設
改修経費の助成を行い、環境改善を図る。

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　子ども生活福祉部　子育て支援課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 33

予算額・
執行額

【単位:千円】

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

－ 109,558

(d)繰越額

－ 109,558

うち交付金充当額 37,589 － 75,533

(c)増減額(b-a) 60,000 － 0

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 69,349 － 109,558

(b)予算現額 129,349

－ － －

Ａ．計(b+d) 129,349

Ｂ．執行済額 46,986 － 94,416

執行率（％）(B/A) 36.3% － 86.2%

Ｃ．次年度繰越額 0 － 0

実　績 ２ ９

予算の状況の説明 　予算執行率の86.2％は、補助実績が市町村の見込みを下回ったことにより不用が生じたことによるものである。

H25活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

施設整備数

家賃補助実施件数

目　標 10 ４

実　績 ０ ０

目　標 ２ ９

達
成
状
況
説
明

・施設整備数については目標数を達成している。
・家賃補助事業については、県事業実施以降、一括交付金市町村事業としても３市町で実施している事などから、現時点で実績がない状
況。

成果目標　　
（指標）　　　　　
及び進捗状況

H25成果目標（指標）
基準値

（23年度）
24年度 25年度 26年度

改修支援数

目　標 25 ５

実　績 16 ３

活動目標　　
（指標）　　　　　
及び達成状況

目標値
（33年度）

放課後児童クラブ公的施設活用施設数

目　標 146 153 222

実　績 122 143 146

進
捗
状
況
説
明

　成果目標については、平成23年を基準年とした全国の公的施設活用率85％まで県内の公的施設活用割合を引き上げるために設定し
ている。
　25年度までの進捗状況は、やや遅れが生じており、26年度以降の効果的な補助事業実施が必要な状況である。



H25-No.39

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・事業実施にあたって、市町村の計画策定が要件となっているが、計画策定
に時間を要したため、施設整備にやや遅れが生じている。また、当事業の目
的・必要性について関係者の理解が十分に得られていないことや、利用可
能な公的施設の確保には調整に時間を要すること等も事業実施が遅れてい
る要因となっている。
・家賃補助事業については、県事業実施以降、一括交付金市町村事業とし
ても３市町で実施している。

・市町村と引き続き調整し、県の補助要件の必要性を伝えるとともに、今後、
県事業としての取組について再確認を行っていく必要がある。
・公的施設に移行することによりクラブの環境改善、利用料の低減が図られた
事例（モデルケース）を数多く輩出し、利用者や学校、クラブ関係者に周知す
ることにより、本事業の活用を加速化していきたい。

98,321 94,416 75,533 11,000 7,636 247

今後の取り組み方針

・平成26年度も放課後児童クラブの公的施設活用を促進し、県内の放課後児童クラブの環境改善、保護者の負担軽減を図っていく。　そのため、コーディネーター
を配置し、実施主体である市町村の個別の課題に対応し、連携を図りながら事業を展開していく。平成26年度は、施設整備（設計含む。）数を昨年度の９か所から
15か所に増やす予定である。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象　　　

事業費
交付対象外

経費
うち交付金

充当額
うち県負担金

うち市町村
負担金

その他

3,905

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ・委託事業者は、園内の放課後児童クラブ（学童保育）に精
通し、実施主体である市町村をはじめ、県内全域の放課後児
童クラブの関係者とネットワークを構築している県内唯一の
団体であり、当該委託に係る基礎的な資料及び情報を有して
いることから、実績、知識等を勘案した上で選定しており、妥
当であったと考えている。
・民間施設である放課後児童クラブへの補助（最終の補助
先）については事業者負担を求めており、受益者との負担関
係は妥当であると考えている。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

委託料
15,877千円

沖縄県学童保育
連絡協議会

公的施設の活用を促進するた
め、市町村における放課後児
童クラブ計画策定の支援など
の取り組みを行った。

施設整備
補助

交付対象
外経費

3,905千円

補助金
78,328千円

那覇市
65,087千円

沖縄県
交付対象
事業費

94,416千円

旅費、需用費
事務費
211千円

学童クラブ３施設
4,695千円

その他経費
248千円

改修支援
補助

（株）越智アトリエ399千円

（株）仲里設計5,330千円

（有）名徳工務店23,907千

（有）三和総合設計他（3,214千円）

（株）高橋土建他（11,826千

うるま市
2,056千円

豊見城市
6,242千円

沖縄市
4,943千円

（株）山口設計 2,056千円

コア設計・企画 3,460千

（有）坂設計 2,782千円



H25-No.40

平成２５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

40 　子育て総合支援モデル事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－２－（２）－エ

要保護児童やひとり親家庭等へ
の支援

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－４

事業内容
　町村が認定する準要保護児童等の世帯が生活保護に陥らないように防止するとともに、貧困の連鎖の防止を図るため、親に対する就労支援や養
育支援、子どもに対する学習支援を実施する。

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

 子ども生活福祉部 青少年・子ども家庭課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 28

(c)増減額(b-a) 0 － ▲ 2,824

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 26,121 － 69,181

(b)予算現額 26,121

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

－ 66,357

－ － －

Ａ．計(b+d) 26,121 － 66,357

(d)繰越額

うち交付金充当額 4,815 － 31,284

Ｂ．執行済額 6,019 － 39,104

執行率（％）(B/A) 23.0% － 58.9%

Ｃ．次年度繰越額 0 － 0

予算の状況の説明
　平成25年度は新規箇所の３町を含む４町での実施となったが、新規実施の町との調整に時間を要したため、不用額が生じ
ることとなった。

活動目標　　
（指標）　　　　　
及び達成状況

H25活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

実施町村　４町村

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 － ４町村

実　績 － ４町村

達
成
状
況
説
明

　平成25年４月１日に本事業に係る要綱等を制定したことにより、県、受託事業者、町村の役割分担を明確にするとともに、支援世帯の優先
順位において町村の要望が反映する仕組みを構築するなど、町村が実施しやすい環境の整備をしたことにより、当初予定した４町村での事
業の実施となった。

成果目標　　
（指標）　　　　　
及び進捗状況

H25成果目標（指標）
基準値

（－年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目標値
（－年度）

高校進学率

目　標 － －
対象児童の

９割

実　績 － －
対象児童の

９割

養育意欲の向上

目　標 － －
対象保護者の

９割

進
捗
状
況
説
明

・支援対象となる子どもに学習支援を行った結果、中学3年生36名のうち、35名が高校に合格できた。
・支援対象となる親に対しては、養育・就労相談のほか、キャリアアップや各種支援制度に関する講演会等を開催することで養育意欲の向上
を図った。

実　績 － －
対象保護者の

９割



H25-No.40

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・平成25年度は,当初想定した4町村で事業実施となり、概ね順調に実施できた
が、町村との事前調整に時間がかかり事業実施期間が十分でないところもあっ
た。
・将来的には事業実施主体を県から市町村に引き継ぐことを想定しているため、
後年の財政負担から事業実施に慎重な町村があった。
・中学３年生への学習支援は、高校進学率という成果指標があるが、その他の
学年については、事業効果を把握することについて、検証が不十分であった。

・新規町村に対して、事業趣旨、事業効果を理解してもらう必要がある。
・中学３年生以外の学年についても事業の効果を把握する必要がある。

39,104 39,104 31,284 7,820 0 0

今後の取り組み方針

・事業説明会にて、町村に対して事業趣旨や、事業効果の周知を行うとともに、特に準要保護児童の多い町村に対しては、個別に事業の必要性や、これまでの実績を
モデルケースとして紹介することで、事業の早期の実施を促したい。
・学習支援の対象となる子どもへの、アンケート等を実施し、子どもの学習意欲の向上など、事業の効果を把握したい。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象　　　

事業費
交付対象外

経費
うち交付金

充当額
うち県負担金

うち市町村
負担金

その他

0

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○本事業は随意契約によるが、委託先はＮＰＯ法人で、また
本事業と連携する子どもの健全事業（生保世帯の児童学習支
援）の受託先でもあり、実績もあることから妥当であった。
○予算は、町村との調整に時間を要したため不用を生じた
が、当該事業に係る委託契約金額は妥当であった。
○本事業は、経済的な困窮世帯向けの支援事業となっている
ため、支援に要する費用は受益者負担を求めず、無償とし
た。
○費目・使途等については、年度途中の報告、確定時の書類
により確認し、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

沖縄県

交付対象

事業費

39,104千円

委託料

39,005千円

事務費

99千円
需用費

NPO法人エンカレッジ
嘉手納町 14,349千円

子育て総合支援モデル事業
にかかる委託業務

NPO法人エンカレッジ
北谷町 14,708千円

NPO法人珊瑚舎スコーレ

西原町 6,659千円

NPO法人珊瑚舎スコーレ

南風原町 3,289千円

子育て総合支援モデル事業
にかかる委託業務

子育て総合支援モデル事業
にかかる委託業務

子育て総合支援モデル事業
にかかる委託業務



H25-No.41

平成２５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

41 　被虐待児等地域療育支援体制構築モデル事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－２－（２）－エ

要保護児童やひとり親家庭等
への支援

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－４

事業内容
　児童養護施設等を地域の社会的養護の支援拠点とすることを目的に、専門の心理療法士や療育支援コーディネーター等を配置するスペースを新
たに附置し、特別なケアを必要とする地域の被虐待児等要保護児童やその家庭等への支援体制を構築する。

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

 子ども生活福祉部　青少年・子ども家庭
課

事業実施
（予定）年度

平成 25 ～ 29

(c)増減額(b-a) － － 0

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 － － 43,240

(b)予算現額 －

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

－ 43,240

－ － －

Ａ．計(b+d) － － 43,240

(d)繰越額

うち交付金充当額 － － 20,212

Ｂ．執行済額 － － 25,265

執行率（％）(B/A) － － 58.4%

Ｃ．次年度繰越額 － － 0

予算の状況の説明
　対象施設の事業実施体制の整備（職員の確保等）に時間を要したため、事業開始時期が遅れ、執行率が58.4%となり不用
額が生じた（４施設中６月開始１施設、８月開始２施設、２月開始１施設）。

活動目標　　
（指標）　　　　　
及び達成状況

H25活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

心理士・療育支援コーディネーターの配置

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 － ４施設

実　績 － ４施設

専門病院等の医療機関による医師派遣

目　標 － ４施設

実　績 － ３施設

施設における専門的ケア実施に必要な施設整
備

目　標 － ２施設

実　績 － ２施設

達
成
状
況
説
明

　専門病院等の医療機関による医師派遣について、児童を専門とする精神科医の確保が難しく、実績は３施設となった。

成果目標　　
（指標）　　　　　
及び進捗状況

H25成果目標（指標）
基準値

（－年度）
24年度 25年度 26年度

目標値
（29年度）

機能強化した支援拠点における特別なケア支
援児童数

目　標 25人 28人

実　績 10人 －

目　標

進
捗
状
況
説
明

・対象施設の事業実施体制の整備（職員の確保等）に時間がかかり、事業開始時期が遅れたため実績は10人となった（４施設中６月開始１
施設、８月開始２施設、２月開始１施設）。
・平成26年度においては、平成25年度の活動を踏まえることができるため、４施設とも４月から事業を開始でき、特別なケア支援児童数の増
加が見込まれる。

実　績



H25-No.41

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・活動実績の、医師派遣については３施設の実施となったが、「達成」と評価す
る。
・成果実績はケア児童数10人となり「未達成」と評価する。
・事業開始後間もないこともあり、支援を必要とする児童やその家庭等への事業
内容等の周知が十分にできなかったため利用につながらなかった。

・周知方法について検討する必要がある。
・支援を必要とする児童や家庭等が利用し易い環境整備の取組を検討する
必要がある。

25,264 25,264 20,212 5,052 0 0

今後の取り組み方針

・事業内容を紹介するパンフレットを各養護施設担当者が作成・配布し事業の周知に努める。
・里親サロンや交流会、研修会等の場などを活用して周知活動を行い、利用促進を図る。
・養護施設で各種プログラムや勉強会等を開催し、支援を必要とする児童や家庭等が利用し易い環境を構築していく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象　　　

事業費
交付対象外

経費
うち交付金

充当額
うち県負担金

うち市町村
負担金

その他

0

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○補助金交付先については、県内全ての児童養護施設にア
ンケート調査を行い、施設機能等を勘案した上で選定してお
り、妥当であったと考えている。
○委託契約先については専門的な知識を有する医師に対し
委託する必要があり、沖縄県外来精神科医会の意見・推薦
を参考に随意契約を行っており、妥当であったと考えている。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

沖縄県

交付対象
事業費

25,264千円

補助金
24,561千円

児童養護施設「愛隣園」「島添
の丘」「美さと児童園」「石嶺児

童園」4施設24,561千円

施設における心理療法士及びコー

ディネーターの配置に係る補助４施設
施設における専門的ケア実施に係る

施設整備の補助２施設

委託料
504千円

医療機関「長田クリニック」「さよウィメ
ンズメンタルクリニック」「Medical 

Support En-joy」3機関504千円

専門的な相談援助・指導を行う専門
医派遣委託契約

印刷製本費
事務費
200千円



H25-No.42

平成２５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

42 　母子家庭生活支援モデル事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－２－（２）－エ

要保護児童やひとり親家庭等
への支援

担当部課名
年
度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－４

事業内容
　母子家庭の子どもに対する家庭環境の充実を図るため、母子生活支援施設に入所出来ない母子家庭に対し、民間アパート等を活用した生活
や就労等の支援を行う。

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

 子ども生活福祉部　青少年・子ども家庭
課

事業実施
（予定）年度

平成 24 ～ 28

(c)増減額(b-a) 0 － 0

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 54,863 － 59,605

(b)予算現額 54,863

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

－ 59,605

－ － －

Ａ．計(b+d) 54,863 － 59,605

(d)繰越額

うち交付金充当額 35,123 － 44,471

Ｂ．執行済額 43,904 － 55,589

執行率（％）(B/A) 80.0% － 93.3%

Ｃ．次年度繰越額 0 － 0

予算の状況の説明
・予算額は事業実施に係る委託料と旅費等を計上、平成24年度に比べ5,000千円増額となっているのは、支援予定世帯
数を20世帯から30世帯に増やしたことによる。
・執行率は93.3％であり、委託料のアパート借上げ料等の不用額が生じたことによるものである。

活動目標　　
（指標）　　　　　
及び達成状況

H25活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

支援対象母子世帯数

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 20世帯 30世帯

実　績 22世帯 30世帯

達
成
状
況
説
明

・母子家庭の家庭環境の充実を図るために30世帯を支援した。

成果目標　　
（指標）　　　　　
及び進捗状況

H25成果目標（指標）
基準値

（－年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目標値
（－年度）

支援により自立した世帯数

目　標 － 10世帯

実　績 － 18世帯

【H24年度目標・実績】
①就労等に繋がる資格等を取得した母親数
②学習支援等により進学となった児童数

目　標
①５人
②５人

－

進
捗
状
況
説
明

・当該支援を終了し、地域において自立した世帯が18世帯となった。

実　績
①５人
②５人

－



H25-No.42

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・平成25年度の活動目標及び成果目標は達成しており、順調に事業実施出来
ている。

・当該事業の執行については、単なる住宅支援ではなく、支援期間中に地域で
自立することを目的としており、各支援世帯のニーズに沿った支援計画を立て
て実施している。

・支援世帯及び支援終了世帯に対してのアンケート調査によりニーズ把握を行
い、附帯事業の内容等の充実を図る。

・支援世帯等に対してのアンケート調査・聞き取り等においてニーズ把握を
行い、事業内容の検討を行っていく。

55,589 55,589 44,471 11,118 0 0

今後の取り組み方針

・平成26年度も目標達成に向けて、取り組みを進めていく。

・アンケート調査等の結果を基に、事業内容について検討を行っていく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象　　　

事業費
交付対象外

経費
うち交付金

充当額(80%）
うち県負担金

(20%)
うち市町村
負担金( %)

その他( %)

0

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託事業者は、母子家庭生活支援モデル事業実施要綱
に基づき沖縄県内で母子家庭に対する支援に実績がある
団体等となっており、実績を勘案した上で選定しており妥当
であったと考える。
○費目・使途等については、年度途中の報告及び額の確
定時において支出等に関する書類を確認し適正であったと
考える。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

沖縄県

交付対象
事業費

55,589千円

委託料
55,589千円

沖縄県母子寡婦福祉連合会
55,589千円

母子家庭へ民間アパートの賃貸
物件を活用した支援等の実施



H25-No.43

平成２５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

43 　ひとり親家庭技能習得支援モデル事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－２－（２）－エ

要保護児童やひとり親家庭等
への支援

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

III-４

事業内容
　ひとり親家庭の就労支援や生活基盤の安定を図るため、親に対し技能取得の支援を行うとともに、受講中の一時預かり等の子育て支援を行
う。

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

子ども生活福祉部　青少年・子ども家庭課 　 平成 25 ～ 28

(c)増減額(b-a) － － ▲ 269

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 － － 21,480

(b)予算現額 －

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

－ 21,211

－ － －

Ａ．計(b+d) － － 21,211

(d)繰越額

うち交付金充当額 － － 16,053

Ｂ．執行済額 － － 20,066

執行率（％）(B/A) － － 94.6%

Ｃ．次年度繰越額 － － 0

予算の状況の説明
・予算額は事業実施にかかる委託料と需用費を計上。
・執行率は94.6％であり、委託料の執行残によるものである。

活動目標　　
（指標）　　　　　
及び達成状況

H25活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

支援対象ひとり親家庭の親数

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 － 20

実　績 － 26

達
成
状
況
説
明

　定員20名を上回る応募があり、26名が受講を修了した。

成果目標　　
（指標）　　　　　
及び進捗状況

H25成果目標（指標）
基準値

（－年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目標値
（－年度）

技能習得により、生活基盤の安定につながっ
たひとり親家庭の親数

目　標 － 15

実　績 － 10

目　標

進
捗
状
況
説
明

　受講生26名のうち、10名が中国語検定に合格し、職場でのスキルアップによる昇給、手当の支給や就職等生活基盤の安定につながっ
ている。

実　績



H25-No.43

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・定員を上回る応募があったため、これらのニーズに十分に応えるための予算
の確保が必要である。
・技能習得期間終了後に就労支援を開始したため、就労支援期間が十分に確
保できなかったことから、就労支援期間の確保と支援内容の見直しが必要であ
る。

・中国語習得のほか、ひとり親家庭の就労環境の改善に役立つ技能を把
握し、その習得の場を提供する必要がある。

20,066 20,066 16,053 4,013 0 0

今後の取り組み方針

・十分な就労支援時間を確保するため早期に事業を開始し、就労期間を十分に確保したカリキュラムを策定する。
・中国語が活用できる仕事に就いている又はそのような仕事への転職を希望している者の優先受け入れや、就労支援内容の見直しとして、受講生へヒアリングを
行い受講生の希望・状況に応じた就労改善目標を設定するなど、より就労改善へつながる支援を行う。
・前年度受講生へのフォローアップとして、ダブルワークが可能な就職情報等の提供を行う。
・ニーズに十分に応えるための予算の確保に努めるとともに、中国語のほか、ひとり親家庭の就労環境の改善に役立つ技能習得支援と講座受講中の子育て支援
を行う。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象　　　

事業費
交付対象外

経費
うち交付金

充当額
うち県負担金

うち市町村
負担金

その他

0

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

・公募プロポーザル方式により実績、事業内容等を勘案した
上で選定しており、妥当であったと考える。
・費目・使途については、額の各提示において支出等に関す
る書類を確認し、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

-

沖縄県

交付対象
事業費

20,066千円

ひとり親家庭技能習得支援モデル
事業委託業務（中国語技能習得支
援）

委託料
20,066千円

株式会社ｽﾍﾟｰｽﾁｬｲﾅ
20,066千円


